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我が国の技術・システムの国際標
準化や相手国でのスタンダード獲
得等ソフトインフラの海外展開

技術協力プロジェクト、研究所間
の技術協力等を通じた相手国基
準の作成支援、デファクト・スタン
ダードの形成

ＡＳＥＡＮにおける国際幹線道路
網に対する道路技術の共同研
究

ＩＴＳの規格に関するＩＳＯでの活
動

インフラシステム輸出の推進

官民一体となったトップセールスや案
件形成等の推進、情報発信の強化

トップセールス等相手国政府との
ハイレベル協議、セミナーの開催、
相手国要人・政府行政官の招聘等
を実施

構想段階における官民連携の案件
形成、海外ＰＰＰ協議会を通じた官
民協力体制の形成等を実施

二国間会議、国際会議の機会を活
用して日本の道路政策や技術に関
する情報発信

ソフトインフラの展開「川上」からの参画・情報発信

日本企業のインフラ輸出・海外進出
を多角的に支援

川下（管理・運営）に進出する企業
の事業リスク軽減のための支援

（株）海外交通・都市開発事業支援機構

の設立等

相手国政府関係者の招聘、技術・
製品のモデル事業支援による日
本の技術に対する理解促進

企業からの製品・工法の海外輸出
に関する相談やトラブル等の相談
への対応

インフラ輸出に取り組む企業支援

日本再興戦略に位置づけられたインフラシステム輸出を強力に推進する。
具体的には、川上（構想段階）からの参画、トップセールスの展開、川下（管理・運営）への参入ま

で官民一体となって推進する。我が国規格の国際標準化などソフトインフラも積極的に展開する。

2舗装技術のデモンストレーション国土交通大臣によるトップセールス
舗装メンテナンスシステム導入支援



国土交通大臣によるトップセールス
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本邦企業による各種プロジェクトの受注を目指して、相手国政府とのハイレベル協議等による働きか
けなどのトップセールスを積極的に実施

モンゴル(H26.4.26-29)

アルタンホヤグ首相との会談

マレーシア(H26.8.13-14)

カンボジア(H26.8.15)

フン・セン首相とのとの会談

ワヒド首相府大臣とのとの会談

インド(H26.9.22-25)

ガドカリ道路交通・海運大臣との会談

インド北東州における道
路整備、損傷橋梁の補修、
道路整備財源問題などに
ついて意見交換。
今後の具体的な協力に向
け、実務レベルの交流会
議を設置し、専門的な議
論を進めることで一致。

３閣僚と会談し、道路分
野については、公共事業
大臣との間で新たなETC
システムの導入、老朽化
が進むインフラの維持管
理などについて協力関係
を促進することで一致し
た。

アルタンホヤグ首相及び
関係４閣僚と意見交換を
行った。
道路運輸省と今後の道路
整備への協力に関する覚
え書きを締結した。

フン・セン首相及び３閣
僚と会談。
道路分野に関しては、高
速道路を含む幹線道路網
整備及び、老朽化が進む
通称「日本橋」の補修事
業への協力について意見
交換し、協力関係を強化
していくことを確認した。

要人の招聘・訪日による本邦技術の理解促進

4

【ケニア】 カマウ運輸・インフラ大臣
橋梁視察（2014.11.20）

【ラオス】 ソマート公共事業運輸大臣
トンネル工事視察（2015.2.4）

【ベトナム】 ドン運輸副大臣
道路管制センター視察（2015.1.30 ）

【モロッコ】 ラバハ設備運輸大臣
トンネル工事視察（2014.8.27）

【マレーシア】 ユソフ公共事業大臣
ITS実験施設視察（2015.3.2）

海外要人を招聘、また訪日の機会を捉え、相手国における関心の高い技術について、国内での運用・
施工の状況を視察いただき、本邦技術に対する理解を促進



道路分野別の官民ワークショップ等を通じ、相手国政府のニーズを官民で共有するとともに、政策
面における情報共有、相手国の状況に対応する技術的ソリューションを提供し、相手国の課題解決に
向けた提案を行う。

２０１３年９月９日
インドネシア（ジャカルタ）

２０１５年１月２９日
東京

２０１４年１０月３０日
インド（デリー）

２０１５年１月２１日
ミャンマー（ネピドー）

ミャンマー建設省との協力関係を一層強化すべく、全体会
議のほか、道路、建築・住宅、建設業に関する法制度につい
て各分科会を開催。
道路分科会においては、幹線道路網整備に必要となる政
策の枠組み（マスタープラン、財源）や、広域物流を支える舗
装技術や過積載規制について意見交換を実施。

モディ首相訪日の際に締結された覚書に基づき、インド道
路交通省との第１回交流会議を開催（今後年１回開催予定）
インド北東州における道路整備に関し、山岳部の道路整
備に必要となる防災技術や損傷橋梁の補修事業に関する
技術的協力、道路整備財源の確保に関する意見交換等を
実施。

ベトナムで整備が進められている南北高速道路等の建
設・運営・維持管理の円滑かつ効率的な実施のため、日
本の制度・経験をベトナム政府関係者に紹介。
南北高速道路等の整備状況・課題等の最新情報を把握
するとともに、ＥＴＣをはじめとするＩＴＳ技術、広域物流を
支える舗装技術や過積載規制について意見交換を実施。

全体会合においては、ＰＰＰスキームによる財源調達や気
候変動に対するインフラ強靱化について意見交換を実施。
その後、個別分野のＷＧにおいて技術的議論を行い、道
路ＷＧにおいては、舗装の品質管理や車両の過積載対策、
ＥＴＣの規格化等について、意見交換を実施。

官民ワークショップ・二国間協議の開催

第５回協議会（H26.3.14）での提案
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協議会運営の基本方針

個別案件の報告の場 → 議論の場として活用
道路PPP事業対象 → 道路インフラ拡大のため検討対象を拡大

①検討体制の構築
・政府と民間が両輪となって、幹事会＋分科会 体制

②民間企業のインフラ海外展開の支援策を検討
・案件受注に向けた課題への対応と、強みを活かすアイディアの具体化

③協議会の対象案件の拡大
・ＯＤＡ、ＥＰＣ事業も考慮

④協議会の対象事業分野の拡大
・「都市交通システム海外展開研究会」と連携



検討体制の構築（幹事会・分科会）状況
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海外道路PPP協議会

幹事会
・分科会の運営に関する情報共有、意見・相談の窓口
・案件に関する情報共有、相談の窓口

分科会

【トルコ（ダーダネルス）分科会】

・PPP案件獲得に向けた情報収集・
戦略検討

【トンネル分科会】
・ODA等の日本企業受注を目指した
戦略検討
・優位技術の活用方策

・契約後の施工条件変更への対応方
針

【舗装分科会】

・アジア・ハイウェイ等を対象に、大型
車両に対応する舗装規格の検討
・日本技術の活用

【ベトナム（ITS）分科会】
（フォローアップ）

・受注案件のフォローアップ

・次期案件の獲得、デファクト・スタン
ダード化への戦略検討

【ITS分科会】

・過積載対策、貨物車両トラッキングの
提案
・関連システムを含むMPの提案

具体案件への対応優位技術の活用ASEAN広域物流パッケージ

【橋梁分科会】

・橋梁の点検・補修・診断工法の海外
展開

都市交通研究会

連携

トルコ（ダーダネルス海峡大橋）分科会

• １～２年以内に入札の可能性が高い大規模BOT案件

• 分科会における情報共有、事業の分析、トップ・セールスの作戦検討 等

• 第6回海外道路PPP協議会にKGM総裁を招聘



トンネル分科会

•道路トンネルの効果、必要性
•事前調査から維持管理まで、トンネル技術の概要
•日本のトンネル技術の実績、優位性 等

トンネル技術に対する理解の促進

•硬岩中心の欧州とは異なる、軟弱な地質条件に対応する補助工法
•施工時の安全、覆工の品質確保、環境配慮
•中国、韓国勢との差別化が可能な現場条件 等

日本のトンネル技術の特徴を活かした受注戦略

•適用すべき契約条件 等

受注後の地質状況に応じた設計変更等への備え
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• アジアを中心とする途上国でトンネル案件が増加の見通し

• 日本の技術的優位性の活用、相手国の状況を想定したプレゼンテーションの作成

• 具体案件に関する情報共有と分析 等

【今後期待されるトンネル案件の例】
ネパール（ナグドゥンガ峠トンネル）
フィリピン（ダバオ・バイパス、ダルトン・パス）
ラオス（国道１２号線）
モロッコ（アトラス山脈横断トンネル） ほか

• トップセールス
• 二国間協議
• プロジェクト形成
等に活用

ASEANにおける幹線道路網整備への取り組み

・日系企業の事業効率化
・域内の経済発展加速

ASEANの経済統合進展

ASEANハイウェイ等の物流ルート整備
（高速性、安全性、平坦性の改善）

プロジェクト案件形成

•東西回廊、南部回廊ほか、ASEAN地域の経
済回廊を構成する道路整備事業の案件形成

質的向上のための技術協力

•重交通に対応する舗装技術・過積載の規制
等車両管理に関する共同研究

•舗装製品、交通安全製品等の輸出促進

政策面の協力

•財源制度や品質管理等に関する意見交換

ソリューション提案型の協力

•港湾アクセス道路の渋滞対策に対する協力
•安全性の向上に向けた協力

10

主な工業地帯及び港湾

Asian Highway
& Sea lines

Phnom PenhPhnom Penh

SihanoukvilleSihanoukville

JakartaJakarta

MuaraMuara

CebuCebu

ManilaManilaDa NangDa Nang

Ho Chi MinhHo Chi Minh

HanoiHanoi
VientianeVientiane

Johore BahruJohore Bahru
SingaporeSingapore

BangkokBangkok

YangonYangon SavannakhetSavannakhet

DabawDabaw

DaweiDawei

Kuala LumpurKuala Lumpur

SurabayaSurabaya

MedanMedan



ASEANに対する共同研究の提案
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【大型車両の通行に関する技術的課題】

道路舗装の平坦性・耐久性の向上

過積載車両の抑制

• 舗装設計の基準（設計荷重等）
• 舗装材料・施工技術の規格・ガイドライン
• 維持管理システム（PMS）の普及

【目指す成果】

• 軸重計測システムの配備
• 過積載取り締まりのベストプラクティス
• 計測データの管理・活用
• 車両トラッキングを活用した物流効率化

ASEAN Highwayを対象とする技術指針

実施方針

「日・ASEAN交通連携」のプロジェクトとして提案

12・Full Implementation
・Technology Development

2014
2015

2016 2017～

・Pilot project
・Technical Seminar

・Expert Meeting
・Information Exchange

・Fact Finding Study
・Planning and 
Roadmap

【具体的な活動内容】
• 専門家会合： 各国の専門家・担当行政官を招集－情報収集・
意見交換の場として活用

• パイロット・プロジェクト： 各国の条件に対応する規格等の検証
• 国内の専門家による支援体制の構築
• JICA事業への適用

第12回日ASEAN交通大臣会合（ミャンマー2014.11）
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機械式立体駐車場の海外展開に関する取り組み

○ 東南アジアの主要都市では、自動車保有台数の急速な増加に伴い、駐車場不足、路上駐車、交通渋滞等の都
市交通問題が発生。

○機械式立体駐車場は、限られた都市空間の有効活用が可能であり、都市交通問題の解消にも寄与。
○ 国土交通省では、機械式立体駐車場の海外展開を推進するため、立体駐車場工業会と連携し、東南アジア各

国において市場調査及び駐車場政策に関する意見交換を実施。また、各国政府関係者等へのトップセールス
や現地視察対応、我が国の技術・制度の紹介などを実施。

○今後も、業界団体、本邦企業等と連携して、日本の優れた技術・制度を強力にアピールしていく。

国土交通省及び立体駐車場工業会による東南アジア市場調査

＜平成23年度＞
シンガポール（陸上交通省等を訪問）
マレーシア（クアラルンプール市等を訪問）

＜平成24年度＞
インドネシア（ジャカルタ特別州交通局等を訪問）
ベトナム（ハノイ市建設局、ベトナム建設省技術インフラ局等を訪問）
タイ（バンコク都建築指導部等を訪問）

＜平成25年度＞
ベトナム（ホーチミン市交通管理局等を訪問）
ミャンマー（ヤンゴン市開発委員会等を訪問）

＜平成26年度＞
マレーシア（クアラルンプール市を訪問）

ヤンゴン市開発委員会との会議風景

ヤンゴン市ダウンタウンの幹線道路

1



シンガポール機械式立体駐車場建設事業への本邦企業の参画

H26.3.17 ＠日本
野上副大臣とリー・イーシャン貿易産業兼国家開発担当上級国務大臣の会談

地下開発及び機械式立体駐車場分野における本邦技術の活用についてトップセールス
リー大臣が日本の機械式立体駐車場を視察

H26.4.23 ＠日本
太田大臣とコー・ブンワン国家開発大臣の会談

都市・地下開発の分野における協力深化と本邦技術の活用についてトップセールス
都市再開発庁（URA）（国家開発省の傘下組織）幹部が日本の機械式立体駐車場を視察

H26.4.29 ＠シンガポール
野上副大臣とリー・イーシャン貿易産業兼国家開発担当上級国務大臣の会談

地下開発及び機械式立体駐車場分野における本邦技術の活用についてトップセールス

トップセールスの経緯トップセールスの経緯

H26.4.23 太田大臣とコー・ブンワン国家
開発大臣の会談

H26.3.17 野上副大臣とリー・イーシャン貿易
産業兼国家開発担当上級国務大臣の会談

H26.4.29 野上副大臣とリー・イーシャン貿易
産業兼国家開発担当上級国務大臣の会談

【発注者】 住宅開発庁（HDB）（国家開発省の傘下組織）
【受注者】 主契約者： 佐藤工業シンガポール

機械式駐車装置メーカー： ＩＨＩ運搬機械
【事業内容】
エレベータパーキング3基（86台分）の整備に関わる全事業（既存
設備の撤去、基礎・杭、外壁、機械本体、消火設備等のパッケージ）
フェーズ１： 設計・建設・据付・試運転調整
フェーズ２： 完成後60ヶ月のメンテナンス・修理サービス
【ポイント】
機械式立体駐車場の導入効果検証のためのパイロット事業
同国初の自立式エレベータパーキング

【契約金額】 9,172,040シンガポールドル（約7.5億円）
【契約日】 H26.7.25

H26.3.14 リー・イーシャン貿易産業兼国家
開発担当上級国務大臣が立体駐車場を視察

Bangkit Road Car Park BJ15
エレベータパーキング2基
駐車台数60台

Yishun Avenue 4 Car Park Y39
エレベータパーキング1基
駐車台数26台

エレベータパーキング（イメージ）プロジェクト１（完成予想） プロジェクト２（完成予想）事業概要事業概要

シンガポール機械式立体駐車場建設事業への本邦企業の参画

Project 1
Bangkit Road

Project 2
Yinshun Ave 4

○本事業は、シンガポール政府の住宅開発庁（ＨＤＢ）が保有する公共住宅（シンガポール市民の約８割が居住）
における、機械式立体駐車場の導入効果検証のためのパイロット事業として位置づけられる。

○ 同国では初めての自立式エレベータパーキングであり、公共住宅における駐車場不足の解消に貢献すること
が期待される。

＜建設予定地＞

＜事業スケジュール＞
着工： 2014年10月 完成： 2015年7月（予定）



西日本高速道路株式会社

2015年3月13日

第６回海外道路PPP協議会

PPP市場参入に向けた取り組み

NEXCO西日本グループの経験とノウハウを活用し、アジア、アメリカ等
での海外インフラ整備と技術の向上に貢献する

①ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ事務所を2011年7月に設置し、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、先進国等の
PPP道路事業への参画検討を実施

②NEXCO-WEST USAを2011年1月に設立し、非破壊検査点検業務
（赤外線、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ、ﾊｲﾋﾞｼﾞｮﾝｶﾒﾗ等）のｺﾝｻﾙﾀﾝﾄを受注

事業参画ｽﾃｯﾌﾟ
［ｽﾃｯﾌﾟ1］ﾌﾞﾗｳﾝﾌｨｰﾙﾄﾞへのﾏｲﾅｰ出資を通じたNEXCO技術の提供
［ｽﾃｯﾌﾟ2］同ﾌｨｰﾙﾄﾞへのﾒｼﾞｬｰ出資を通じた経営参画によるNEXCO

ｸﾞﾙｰﾌﾟ技術（性能規定等ﾉｳﾊｳ）の展開
［ｽﾃｯﾌﾟ3］O&M事業の展開、および支援機構等を活用したｸﾞﾘｰﾝﾌｨｰ

ﾙﾄﾞへの参画

１．ＮＥＸＣＯ西日本の目的
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２-1．ＮＩ社のＢＳＤ事業への参画
１） ＮＩ社の概要

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国内ｲﾝﾌﾗの建設、運営、
管理を目的とする民間会社
1995年に設立後、有料道路の建設、
運営を通じ成長。道路事業をｺｱ事業
として収益の柱と位置付けつつ、
2011年以降水道、港湾、電力等の
子会社を設立し多角化を推進

２）ＢＳＤ道路の概要
供用開始 ： 1999年2月2日
延 長 ： 7.2km（土工（盛土3.9km、

切土3.1km）、本線橋 5箇所
（0.2km）、ＩＣ 1箇所、
休憩施設 1箇所）

事業期間 ： 2010年8月～2028年10月
３）事業参画経緯

： 2015年1月 株主名義登記完了
ＮＥＸＣＯ西日本
ＪＥＸＷＡＹ

(出資額約3.5億円）
2015年3月 MUNと包括的な技

術連携協定を締結
予定

2

位置図

ＮＩ社

ＭＵＮ社

ＢＳＤ

２-２．ＮＩ社のＢＳＤ事業への参画
４）新聞・雑誌記事
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4

２-３．ＮＩ社のＢＳＤ事業への参画

読売新聞（9面）2014.12.25

日本経済新聞（5面）2014.12.25

日刊建設工業新聞（2面）2014.12.25４）新聞・雑誌記事 （続き）

NEXCO西日本

MUN

O&M会社

BSD
(PT Bintaro

Serpong Damai)

BMN
(PT Bosowa

Marga 

Nusantara)

JTSE
(PT Jalan
Tol Seksi

Empat)

JLB
(PT Jakarta 

Lingker

Baratsatu)

各SPCの事業計
画，予算管理に
反映

[O&M業務]
日本の高度な
ｼｽﾃﾑを導入し

ｼｮｰｹｰｽ化

ＩＴＢ(バンドン工科大学）

高速道路会社
Jasa Marga他

②MUN及び他の高速道路運営
へ参画

(A)技術供与

①コンサルティング・サービス
や製品販売ビジネス

(B)ビジネス

共同研究技術連携
協定

３．技術連携及び共同研究の構造

ﾊﾞﾝﾄﾞﾝ工科大学を代表とするｲﾝﾄﾞﾈｼｱ研究機関との連携や各種
技術学会への働きかけを行い、基準・技術の規格化・標準化を
通じて、日本技術・ﾉｳﾊｳの展開を図る

5



◆統合型固定センサの
データ集約
・画像センサ
・無線パケットセンサ
・気象センサ

センサデータ収集サーバ

統合型固定センサ

交通情報蓄積/
ITS収集解析システム

プローブデータ

交通情報板

ジャカルタに拡大

マカッサルにセンサを配置
高度交通システムの技術実証

一般車
情報配信

車両の位置情報をフィードバック

１） 調査の目的
マカッサル、ジャカルタにおいて、交通データ収集・統合・分析・提供技術を実証する

２） 調査の概要

最先端の画像センサ・無線

パケットセンサ・気象センサを

一体化した統合型固定センサ

から得られたデータとプローブ

データを融合した、信頼性の高

い交通情報提供システムにより、

都市域の渋滞解消及び温室

効果ガス削減効果ならびに

交通情報提供サービス事

業の持続可能性を調査

する

３） 調査の経緯

ＮＥＤＯ基礎調査 2013年度

ＭＥＴＩ ＦＳ調査 2014年度

５．高度交通システムの導入調査
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６-１．米国子会社（NEXCO-West USA, Inc.）
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１）事業

２）橋梁点検技術概要

１）橋梁点検事業 赤外線を用いたｺﾝｸﾘｰﾄの浮きの検出技術、ﾗｲﾝｾﾝｻｶﾒﾗを用いた路面点検技術、
小型ﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗ・ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗを用いたｺﾝｸﾘｰﾄのひび割れ点検技術を活用

２）情報収集・提供 米国の最新情報取得・提供、日本の技術・製品の外販に係る市場調査

３）トレーディング 日本国内への欧米道路技術の導入支援、及び米国市場への日本の道路技術
の外販支援

損傷の種類 浮き、剥離、
空洞、異物混入

ひび割れ

カメラの種類 赤外線カメラ ビデオカメラ デジタルカメラ ラインセンサカメラ

特徴 物体の熱伝導差を利
用して温度差表示によ
り空洞等を検知

水上等焦点の定ま
りにくい場所での撮
影可能

カメラの向きを自動で
変え対象を分割撮影、
自動貼り合せ

コピー機のように連
続して流れる対象を
撮影

装置（カメラ）
外観



６-２．米国子会社（NEXCO-West USA, Inc.）
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３）橋梁点検受注実績

① 2012年9月 ｲﾝﾃﾞｨｱﾅ州 歩道橋 橋脚点検業務
② 2014年3月 ﾌﾛﾘﾀﾞ州ﾓﾉﾚｰﾙ橋点検業務
③ 2014年8月 ｵﾊｲｵ州道路橋ｵｰﾊﾞｰﾚｲ層付着健全度調査業務 （下写真参照）
④ 2014年10月 ﾒﾘｰﾗﾝﾄﾞ州道路橋ｵｰﾊﾞｰﾚｲ層付着健全度調査業務

ラインセンサカメラによる撮影画像直径6ｲﾝﾁ（約15cm）以下の浮き

浮き・はく離の可能性が
ある箇所を抽出

解析画像赤外線カメラ画像

赤外線カメラ

ラインセンサカメラ

６-３．米国子会社（NEXCO-West USA, Inc.）
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４）新聞・雑誌記事（橋梁点検）

日経コンストラクション 2013.10.28号

日本経済新聞（39面・地方）2014.9.26

毎日新聞（7面）2014.9.25



６-４．米国子会社（NEXCO-West USA, Inc.）
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４）新聞・雑誌記事（橋梁点検） 続き

日経コンストラクション 2014.8.25号



ZERO-SUM・NAGOYA ELECTRIC WORKS 0

インド グジャラート州における
交通情報提供システム

（ＰＰＰプロジェクト）

名古屋電機工業株式会社

株式会社ゼロ・サム

２０１５年３月１３日

1

1

1

グジャラート州アーメダバード市の実証活動から、インドの１００

スマートシティーへのデファクトスタンダード展開を目指す。

提案しているＩＴＳソリューションは、日本の長年蓄積したノウハ

ウとＩＴ最新技術とモバイル通信技術を活用しながら、インド交

通状況にあったローカライズのシステムを提供。

ZERO-SUM・NAGOYA ELECTRIC WORKS CONFIDENTIAL

持続可能なビジネスモデル：

交通情報提供と同時に広告収益を考慮する。

官民パートナーシップ（ＰＰＰ）プロジェクトとして推進。

持続可能なビジネスモデル：

交通情報提供と同時に広告収益を考慮する。

官民パートナーシップ（ＰＰＰ）プロジェクトとして推進。

プロジェクト概要

プロジェクト概要



対象地域2

1 事業対象地区の概要 – グジャラート州

2

インフラへの民間投資を最初に取り入れた州で、74,000ｋｍの道路、11
の空港、綿密に計画された鉄道が接続している。インフラ整備が進んで
いるため、他州からの視察が多く、この州で実績を積むことにより、他州
への展開可能性が高くなる。

グジャラート州（Gujarat）
州都 ガンディーナガル（Gandhinagar）

人口 60,383,628人、 面積 196,024 k㎡

経済成長が最も早く、最も工業化が進んだ州であり、
インドの全国平均のGDPを2.5倍上回り、急成長している。

2010－2011予算 Rs.37,153crore（約7000億円）
今後5年間での予算 Rs.127,652crore－約2兆4200億円）

インド国内で工業生産が最も盛んで、国内の約4割を占める。特に化学
工業、製薬工業が盛ん。農薬を含むリン化学製品は、世界でも有数の
製造地。製塩業も盛んで、インド全体の約8割が同州で生産されている。

現インド首相のModi氏は2014年5月の総選挙前は、グジャラート州の
州首相であり、グジャラートモデルを全インドへ展開しようとしている。

ZERO-SUM・NAGOYA ELECTRIC WORKS 

2

2 ターゲット箇所概要 －アーメダバード市

・ グジャラート州の最大都市
・ 行政の中心地はアーメダバード地区

2010年にはForbes誌により:
1. 「インドで最も急成長している都市」
2. 「世界で成都と重慶に続き３番目に

急成長している都市」と評価された。

アーメダバード市

-> 人口: 7,208,200 面積: 205 K㎡

近代的な都市で郊外に工場が多く、経済
的に恵まれている。しかしながら、都市開
発に伴い交通渋滞が多発している。

3

グジャラート州

対象地域

ZERO-SUM・NAGOYA ELECTRIC WORKS 
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１

4

道路交通情報処理
システム

クラウド交通管制

地図データベースと
道路リンク情報

二重化データ送信

GPS 携帯プローブ

携帯電話
アプリケーション

交通監視カメラ（画像トラカン）

交通情報板（広告＋交通情報）

使いやすいコントロールパネルでの
タブレットＰＣ（iPadなど）利用

GPS タクシ―プローブ

[1]

[2]

[3] [4]

[6]

[7]

[5]

交通情報収集 交通管理 交通情報提供

ＩＴＳソリューション

ITSソリューション概要

二重化データ送信

ZERO-SUM・NAGOYA ELECTRIC WORKS 
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2

5

情報板（広告 + 交通情報表示）

広告表示エリア 交通状況エリア

ＩＴＳソリューション

システム詳細（広告＋交通情報表示）

ZERO-SUM・NAGOYA ELECTRIC WORKS 
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3

6

交通量を測定出来るため、交通量あたりの広告単価を表示させることも可能。

将来的には、交通量あたりの広告単価に対しての入札方式の導入を検討中。

ＩＴＳソリューション

システム詳細（広告配信システム）

ZERO-SUM・NAGOYA ELECTRIC WORKS 
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1

7

ＩＴＳオープニングセレモニー

2014年１０月１０日

ZERO-SUM・NAGOYA ELECTRIC WORKS 

ＪＩＣＡ ＩＴＳ実証実験プロジェクト オープニングセレモニー（2014年10月10日）

写真左から: 江島 所長（ＪＩＣＡインド） , Ms. D.Thara（アーメダバード市 コミッショナー） , 
Ms. Meenaxi Patel (アーメダバード市長), 磯俣公使(在インド大使館), 
Mr. Harikrishna Patel (アーメダバード交通警察 責任者)



4

2

8

2014年１０月１０日

ＩＴＳオープニングセレモニー

ZERO-SUM・NAGOYA ELECTRIC WORKS 

ビジネススキーム５

1 インド向け SPC

9

（株）ゼロ・サムと名古屋電機工業（株）等が共同で設立した
インド向け ＩＴＳ企画・設置・運用の ＳＰＣ

会社名： Zero-Sum ITS Solutions India Private Limited

○特別目的会社
・2014年5月設立
・資本金：241,000

（千円相当のインドルピー）
・株主構成：ゼロ・サム（京都）41%
・名古屋電機工業（愛知県）29%
・その他 30%

○事業概要：
・インド国内ＩＴＳシステム整備・運営
・コンセッション契約方式
・収入源は道路情報板による広告収入

ZERO-SUM・NAGOYA ELECTRIC WORKS 



ビジネススキーム５

2 ビジネスモデル

10

ゼロ・サム

【ＳＰＣ】
ITSシステム
プロバイダー

・ＩＴＳ企画
・装置設置
・機器保守
・運用支援
・広告営業

広告主

インド警察
（ＩＴＳシステム

運用者）

投資会社／行政

工事保守会社

インド市当局
（事業許認可）

投資

配当・システム費

システム、保守等

名古屋電機工業

投資

配当・情報板費

情報板等

投資／融資

配当／返済

工事・保守費工事・保守

ITSシステム
（交通情報）

コンセッション
契約

広告費 ゼロ・サム
（インド現地法人）

営業 広告費

ZERO-SUM・NAGOYA ELECTRIC WORKS 

広告表示

運用方針

THANK YOU VERY MUCH

ZERO-SUM・NAGOYA ELECTRIC WORKS 


